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連結注記表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
１．連結の範囲に関する事項
全ての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称 ＳＬカンパニー株式会社

テラスワールド株式会社
介護ジャパン株式会社
センターネットワーク株式会社
株式会社ＲＡＩＳＥ
株式会社ＣＯＮＦＥＬ

２．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産
商品・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)
定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)及び2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び建物附属設備 ５から24年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却に関しましては個別案件毎に投資効果の発現する期間を判断し、20年以内の合理的
な年数で償却しております。
ただし、金額が僅少なものについては、発生時に全額償却しております。

② 収益及び費用の計上基準
関連法令に基づく収益
行政によってサービス受給者証を発行された顧客に対し、様々な支援サービスを提供しており
ますが、それらのサービスは顧客への役務提供時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認
識しております。

その他の収益
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取
れると見込まれる金額で収益を認識しております。また、当社が代理人として商品の販売に関与
している場合には、純額で収益を認識しております。

(表示方法の変更に関する注記)
連結損益計算書
前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「物価高騰対策助成金」は、金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。なお、前連結会計年度の「物
価高騰対策助成金」は3,754千円であります。
また、前連結会計年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「利用者工賃」は、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。なお、前連結会計年度の「利用
者工賃」は12,575千円であります。

(会計上の見積りに関する注記)
(固定資産の減損)
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)
当連結会計年度

有形固定資産 1,225,359
無形固定資産 340,942
投資その他の資産 275,334
減損損失 20,261
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２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
当社グループは、減損の兆候がある資産又は資産グループについて減損損失の認識の判定を行い、

減損損失を認識すべきであると判定した場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として計上しております。減損を検討するにあたっては、当該資産又は資産グループ
における回収可能価額について事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローにより算出される使
用価値により測定しております。
このような検討の結果、減損の兆候が認められる資産又は資産グループのうち、福祉事業、介護
事業及び外食事業の一部の資産グループにつきましては、減損損失の認識の判定の結果、回収可能
価額が著しく減少したため、それぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として計上しております。

② 主要な仮定
減損の判定につきましては、取締役会により承認された３か年の中期経営計画及び中期経営計画
が策定されている期間を超えている期間については各事業所に対する経営方針や事業環境を踏まえ
た成長要因等を考慮した将来キャッシュ・フローの見積りに基づいており、当該計画及び見積りに
おける主要な仮定は、収益面については利用顧客人数の予測、費用面については経営方針及び過去
の趨勢を勘案し、各拠点の需要予測及び事業規模に見合った運営費(人件費、家賃、本部経費配賦額
等)の予測を基礎に算出しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
主要な仮定については、将来の不確実な経済環境の変動の結果による影響を受ける可能性があり、

前提としている状況が変化すれば資産又は資産グループの固定資産から得られる将来キャッシュ・
フロー見込額が減少する可能性があります。
そのため、今後の経営環境の変化等の要因により、これらの見積りにおいて用いた仮定の見直し
が必要となった場合、翌連結会計年度以降の固定資産の減損損失の金額に重要な影響を与える可能
性があります。

(連結貸借対照表に関する注記)
棚卸資産の内訳

前連結会計年度
(2022年11月30日)

当連結会計年度
(2023年11月30日)

商品 9,802 千円 10,039 千円
貯蔵品 51 千円 31 千円
計 9,854 千円 10,071 千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,102,844 株

２．剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

３．当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的
となる株式数
普通株式 80,900 株
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(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に福祉・介護事業及び外食事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な
資金を銀行借入等により調達しております。一時的な余剰金については、主に銀行預金等に限定し、
余資運用は行わない方針であります。また、デリバティブ取引等の投機的な取引は行わない方針であ
ります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、主に国民健康保険団体連合会に対するものであり、そのリスクは限定的
であります。ただし一部の営業債権に関しては、顧客の信用リスクに晒されております。貸付金及び
未収入金は、相手先の財務状況等により回収が遅延するリスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。未払金及び未払費用並びに預り金は、

１年以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設
備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、金利変動型のものは金利の変動リスクに晒され
ております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
営業債権については、与信管理規程に従い、社内関連部署が連携して滞留状況を確認し取引相手

毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年11月30日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

長期貸付金
(短期貸付金を含む) 21,138 21,138 ー

資産計 21,138 21,138 ー
長期借入金
(１年以内返済長期借入金を含む) 3,540,940 3,437,417 △103,522

負債計 3,540,940 3,437,417 △103,522
(注) 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払費用」、「リース債務」、「未払法人税等」について

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して
おります。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
(単位：千円)

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期貸付金
(短期貸付金を含む) 21,138 21,138

資産計 21,138 21,138
長期借入金
(１年以内返済長期借入金を含む) 3,437,417 3,437,417

負債計 3,437,417 3,437,417
(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期貸付金
長期貸付金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(賃貸等不動産に関する注記)
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用住宅(土地を含む)を所有してお
ります。
当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は16,080千円(賃貸収益は営業外収益
に、賃貸費用は営業外費用に計上)であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに決算日における時
価及び時価の算定方法は以下のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度
期末の時価(注)２当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度
増減額

当連結会計年度
期末残高(注)１

315,223 △84,577 230,645 212,449
(注)１．当連結会計年度期末残高にかかる減価償却累計額は、2,683千円であり、減価償却累計額控

除後の期末残高は、227,962千円であります。
２．当連結会計年度末の時価は、固定資産税評価額等に基づいて自社で算定した金額(指標等を用

いて調整を行ったものを含む)であります。

(収益認識に関する注記)
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

その他(注) 合計
福祉事業 介護事業 外食事業

関連法令に基づく収益 3,170,243 1,654,153 4,824,397

上記以外の収益 1,088,734 2,000 1,090,734

顧客との契約から生じる収益 3,170,243 1,654,153 1,088,734 2,000 5,915,131

外部顧客への売上高 3,170,243 1,654,153 1,088,734 2,000 5,915,131
(注) その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表 ２．会計方針に関する事項 (4)その他連結計算

書類作成のための重要な事項 ②収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 551円31銭
１株当たり当期純利益 32円35銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。

(追加情報)
新型コロナウイルス感染症の影響について、各種制限が緩和されたこと等により当社グループの損益状況
に改善がみられ、当該感染症の拡大以前の状況に近づいてきたものと判断しております。上記の仮定に基づ
き、会計上の見積もりを行っておりますが、前連結会計年度の見積りの前提から重要な変更はありません。
なお、上記仮定については、現時点における判断であり、今後における当該感染拡大の状況や経済環境への
影響等が当該仮定と乖離する場合には、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況
に影響を与える可能性があります。
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個別注記表

(継続企業の前提に関する注記)
該当事項はありません。

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１．資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・貯蔵品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)
定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び建物附属設備 ５から24年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、のれんの償却に関しては、投資の効果が発生する期間を考慮し、発生時以降20年以内で均等
償却しております。ただし、金額が僅少なものについては、発生年度において一括償却しておりま
す。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用
定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
関連法令に基づく収益
行政によってサービス受給者証を発行された顧客に対し、様々な支援サービスを提供しております
が、それらのサービスは顧客への役務提供時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識してお
ります。

その他の収益
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れる
と見込まれる金額で収益を認識しております。また、当社が代理人として商品の販売に関与している
場合には、純額で収益を認識しております。

(表示方法の変更に関する注記)
損益計算書
前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「物価高騰対策助成金」は、金額的
重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。なお、前事業年度の「物価高騰対策助
成金」は480千円であります。
また、前事業年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「利用者工賃」は、金額的重
要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。なお、前事業年度の「利用者工賃」は
12,575千円であります。

(会計上の見積りに関する注記)
(関係会社株式の評価)
当事業年度の計算書類に関係会社株式が606,302千円計上されており、そのうち289,802千円分は当
社の連結子会社である株式会社ＲＡＩＳＥ社株式であり、210,499千円分は株式会社ＣＯＮＦＥＬ社株
式であります。
このＲＡＩＳＥ社株式及びＣＯＮＦＥＬ社株式については、のれんの超過収益力を反映した価格を帳
簿価額としているため、のれんの超過収益力等が見込めない場合には、帳簿価額を評価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として計上いたします。のれんに関する減損の兆候の把握、減損損失の認識及び
測定にあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提と
した条件や仮定に変更が生じた場合、ＲＡＩＳＥ社及びＣＯＮＦＥＬ社株式の実質価額が大幅に低下す
る可能性があり、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて減損処理が必要となる可
能性があります。

(固定資産の減損)
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

有形固定資産 930,140
無形固定資産 68,173
投資その他の資産 248,400
減損損失 7,545
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２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
当社は、減損の兆候がある資産又は資産グループについて減損損失の認識の判定を行い、減損損
失を認識すべきであると判定した場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として計上しております。
減損を検討するにあたっては、当該資産又は資産グループにおける回収可能価額について事業計
画を基礎とした将来キャッシュ・フローにより算出される使用価値により測定しております。
このような検討の結果、減損の兆候が認められる資産又は資産グループのうち、福祉事業及び外
食事業の一部の資産グループにつきましては、減損損失の認識の判定の結果、回収可能価額が著し
く減少したため、それぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上
しております。

② 主要な仮定
減損の判定につきましては、取締役会により承認された３か年の中期経営計画及び中期経営計画
が策定されている期間を超えている期間については各事業所に対する経営方針や事業環境を踏まえ
た成長要因等を考慮した将来キャッシュ・フローの見積りに基づいており、当該計画及び見積りに
おける主要な仮定は、収益面については利用顧客人数の予測、費用面については経営方針及び過去
の趨勢を勘案し、各拠点の需要予測及び事業規模に見合った運営費(人件費、家賃、本部経費配賦額
等)の予測を基礎に算出しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定については、将来の不確実な経済環境の変動の結果による影響を受ける可能性があり、

前提としている状況が変化すれば資産又は資産グループの固定資産から得られる将来キャッシュ・
フロー見込額が減少する可能性があります。
そのため、今後の経営環境の変化等の要因により、これらの見積りにおいて用いた仮定の見直し
が必要となった場合、翌事業年度以降の固定資産の減損損失の金額に重要な影響を与える可能性が
あります。

(貸借対照表に関する注記)
関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属する項目ごとの金額は、次
のとおりであります。
未収入金 6,709 千円
立替金 712 千円
長期貸付金 60,000 千円
買掛金 8,212 千円
未払金 591 千円
未払費用 797 千円
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(損益計算書に関する注記)
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引による取引高

173,583 千円 (売上高)
71,084 千円 (仕入高)
17,658 千円 (上記以外の営業費)

営業取引以外の取引による取引高
507 千円 (受取利息)
2,107 千円 (雑収入)

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 3,623 株

(税効果会計に関する注記)
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

賞与引当金 636 千円
貸倒引当金 1,917 千円
譲渡制限付株式報酬 1,148 千円
前受収益 1,279 千円
保証金 7,438 千円
減価償却超過額 2,979 千円
一括償却資産 2,473 千円
資産除去債務 407 千円
繰延消費税等 10,498 千円
未払事業所税 305 千円
子会社株式 207 千円
未払支払報酬 276 千円
税務上の繰越欠損金 12,447 千円
その他 446 千円
繰延税金資産小計 42,465 千円
評価性引当額 △21,568 千円
繰延税金資産合計 20,896 千円

― 11 ―

2024年02月21日 13時22分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



２．繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
資産除去債務に対応する除去費用 313 千円
その他 334 千円
繰延税金負債合計 648 千円
繰延税金資産純額 20,247 千円

(関連当事者との取引に関する注記)
役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

役員 荒木 喜貴 被所有
直接 23.10

当社
代表取締役社長

当社不動産賃貸借
契約の債務被保証

(注)
83,215 ― ―

役員 吉元 幸次郎 被所有
直接 1.95 当社取締役

当社不動産賃貸借
契約の債務被保証

(注)
16,200 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 当社の事業所物件の賃借料について債務保証を受けております。取引金額については、債務保証を受

けている物件について当事業年度に支払った賃借料を記載しております。なお、保証料の支払はあ
りません。

(収益認識に関する注記)
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 509円27銭
１株当たり当期純利益 67円97銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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